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Ａ．研究目的 

 帯状疱疹ワクチンの費用効果分析に関する

先行研究をシステマティックに収集し、生産性

損失の考慮を中心に分析内容を整理すること

を目的として文献レビューを実施する。 

本文献レビューでは、厚生労働科学研究に

おいて2016年度に実施した帯状疱疹ワクチン

を対象とした文献レビュー（検索実施日：2017

年1月18日）について、対象期間を前回検索

実施日以降に設定したアップデートを実施す

る。 

 

Ｂ．研究方法 

文献検索は下記に示すデータベースを用い

て実施する。 

• MEDLINE 

• 医中誌 Web 

 

検索キーワードは介入、研究デザインより構

研究目的：帯状疱疹ワクチンの費用効果分析に関する最近の研究をシステマティックに収集

し、生産性損失の考慮を中心に分析内容を整理することを目的とした。 

研究方法：2016 年度に実施した帯状疱疹ワクチンを対象とした文献レビュー（検索実施日：

2017 年 1 月 18 日）について、対象期間を前回検索実施日以降に設定したアップデートを実施 

した。 

研究結果： ２５件の文献がレビュー対象となり、このうち生産性損失を考慮した研究は 19 件

であったが、その算出方法はさまざまであった。 

考察： 諸外国のワクチンの経済評価ガイドラインでは、生産性損失も含めた社会の立場の分

析を推奨するものが多く見られ、算出方法の標準化に向けた取り組みが進んでいる。 

結語：我が国において社会の立場からの費用効果分析を意思決定に用いるためには、諸外国

の動向を踏まえた上で生産性損失の算出法の標準化が必要であると考えられた。 
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成する。項目内の検索ワードは「or」検索、項

目間の検索ワードは「and」検索を実施する。デ

ータベース間で共通のキーワードによる検索

を基本とし、各データベースの仕様に応じて

MeSH タグを用いる。 

システマティックレビューにおける組み入れ基

準及び除外基準を図表 1 に示す。それぞれの

データベースで使用した検索式を図表 2 に示

す。 

Preferred Reporting Items for Systematic 

Reviews and Meta-Analyses（PRISMA）声明の

推奨 [1] に準じて、システマティックレビュー

を実施する。最終的に 30 報を目安としてデー

タ抽出を行う。 

タイトル/アブストラクトレビューは 2名のレビュ

アーが実施し、あらかじめ定めた評価基準に

則って採否を評価する。両者の採否結果に乖

離があった場合は、協議により最終判定を行う。 

2nd スクリーニングは 2名のレビュアーが実施

し、あらかじめ定めた評価基準に則って採否を

評価する。両者の採否結果に乖離があった場

合は、協議により最終判定を行う。また、必要

に応じて原著を取り寄せ評価を行う。 

論文の採否基準を以下に示す。 

①～⑤の採否基準に合致し除外する場合、

最も小さい数字を除外理由として記録する。 

①  言語不適 

②  介入不適 

③  研究デザイン不適 

④  論文タイプ不適 

⑤  アウトカム不適 

予め作成したデータ抽出フォーマットに沿っ

てデータ抽出を行う。2 名体制で実施し、1 名

が抽出したデータをもう 1 名が確認し、両者の

意見に乖離があった場合は、協議により最終

的な抽出データを確定する。データ抽出項目

を図表 3に示す。 

 

（倫理面への配慮） 

 公表文献のレビューであり、倫理的な問

題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

 今回の文献採用フローチャートを図表４に示

した。最終的に２５件の文献がレビュー対象と

なった。 

レビューの結果を図表５に示した。分析対象

国は、米国が最も多く９件、日本が３件、カナ

ダ、ドイツ、中国が各 2 件、ベルギー、ノルウェ

ー、香港、スイス、スウェーデン、オランダ、イタ

リアが各 1 件であった。 

 生産性損失を考慮した研究は 19 件であ

ったが、その算出方法はさまざまであった。

例としては、ワクチン接種・帯状疱疹罹患によ

る患者およびその介護者の労働損失時間の

文献値をもとに年齢別賃金と雇用率から計算

したもの、帯状疱疹の治療に要した時間のデ

ータをもとに労働参加率・失業率・月収から計

算したもの、帯状疱疹による入院及び外来治

療に要した時間のデータをもとに、年齢・性別

ごとの就業率、失業率、月給中央値を用いて

摩擦費用法により推定したもの、帯状疱疹によ
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る欠勤日数とプレゼンティーイズムの質問紙調

査をもとに就業率を考慮した 1時間あたり損失

額から計算したもの、などがあった。 

 

Ｄ．考察 

 諸外国のワクチンの経済評価ガイドラインで

は、生産性損失も含めた社会の立場の分析を

推奨するものが多く見られる。 

2023年 4月にカナダの予防接種に関する諮

問委員会(The National Advisory Committee 

on Immunization; NACI)から公表されたガイド

ライン(Guidelines on the Economic Evaluation 

of Vaccination Programs in Canada)では、基本

分析(reference case analysis)における分析の

立場として公的医療の立場 (publicly-funded 

health system perspective) と 社 会 の 立 場

(societal perspective)の両者を実施すべきとし

ている。生産性損失は罹患者と介護者の両者

について、有給労働と無給労働の両方を対象

とし、男女とも同じ単価を用いるべきとしている。

原則、人的資本法を用い、感度分析として摩

擦費用法を用いる。なお、absenteeism を推計

し、presenteeismは含める必要がない。 

個人はフォーマルケアとインフォーマルケ

アを混合して受ける可能性があるため、介

護者の生産性損失については、機会費用ア

プローチではなく代替費用アプローチにて

有給の介護者を雇うための推定費用を用い

るべきとしている。 

 2022 年に中国において 19 名の専門家に

より作成されたワクチンの経済評価ガイド

ラインでは、分析の立場は社会の立場を推

奨し、患者本人と介護者の両者の生産性損

失を考慮し、人的資本法と摩擦費用法の両

者を用いるべきとしている。 

 我が国においても諸外国の経済評価ガイ

ドラインを参考に、生産性損失の算出法の

標準化が必要であると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 帯状疱疹のワクチンを対象とした近年の費用

効果分析では、その多くが生産性損失を考慮

していたが、その算出方法はさまざまであった。

諸外国では生産性損失の算出法を定めた経

済評価ガイドラインが作成されている。我が国

においても社会の立場からの費用効果分析を

意思決定に用いるためには、諸外国の動向を

踏まえた上で生産性損失の算出法の標準化

が必要であると考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし。 
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図表４ 文献採用フローチャート 
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図表５ レビュー結果 
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